
豊川市地域コミュニティＩＣＴ活用促進事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地域コミュニティ活動の継続と活性化を図るため、自治組織

が地域における情報の共有及び発信にＩＣＴを導入する事業に要する経費の一部

に対し、市の予算の範囲内で毎年度交付する地域コミュニティＩＣＴ活用促進事

業補助金（以下「補助金」という。）について、豊川市補助金等に関する規則（平

成５年豊川市規則第４９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「自治組織」とは、良好な地域社会の維持及び形成に資

する地域的な共同活動を行う団体で、その区域内の住民で組織するものをいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は（以下「補助対象者」という。）は、市内で

活動する自治組織である豊川市連区長会（以下「連区長会」という。）及び町内会

等（町内会を構成する組等の組織は除く。）とする。 

２ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号

に掲げる補助対象者の区分に応じて当該各号に定める事業とする。ただし、当該

補助対象事業について、他に市からの補助又は助成が実施されるときは、補助金

を交付しない。  

⑴  連区長会 参加する町内会等をとりまとめ実施する電子回覧板アプリ「結ネ

ット」の導入及び運用に係る事業（以下「「結ネット」運用事業」という。） 

⑵  町内会等 次のアからウに掲げる事業とする。 

ア 「結ネット」以外の電子回覧板アプリの導入及び運用に係る事業（「結ネッ

ト」運用事業へ参加しない旨を表明した町内会等に限る。） 

イ 町内会等のホームページの新規制作事業 

ウ ア又はイに掲げるもののほか、市長が適当であると認める事業 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表のとおりとする。 

（補助金交付の算定期間） 

第５条 補助金は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める期間に

実施したものについて交付するものとする。 

⑴ 「結ネット」運用事業及び第３条第２項第２号アの事業 次条の規定による

申請をした日の属する年度の前年度の３月５日から当該申請をした日の属する

年度の３月４日まで 

⑵ 前号に掲げる事業以外の事業 次条の規定による申請をした日の属する年度

の初日から末日まで 

（交付申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、

市長が指定する期日までに、豊川市地域コミュニティＩＣＴ活用促進事業補助金

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

⑴  事業計画書 

⑵  収支予算書 

⑶  見積書その他の補助対象経費の金額が確認できる書類の写し 

⑷  事業の内容が分かる書類の写し 

⑸  その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適当であると認

めたときは、補助金の交付を決定し、豊川市地域コミュニティＩＣＴ活用促進事

業補助金交付決定通知書（様式第２号。以下「交付決定通知書」という。）により

申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による交付の決定には、次の条件を付すものとする。 

⑴  補助対象事業における住民利用を促進し、町内会活動等の活性化を図ること。 

⑵  補助対象事業を活用し、町内会活動等の省力化に努めること。 

⑶   補助対象事業を継続的に実施するため、事業の運営を担うＩＣＴ推進員を町

内会等の役職として設けること。 

⑷  補助対象事業の実施について、個人情報を保護するための規約等を設ける 

⑸  補助対象事業で実施する情報の共有及び発信において、市長の要請した情報の

発信等を取り扱うこと。  

（補助事業の内容の変更） 

第８条 前条第１項の規定による通知を受けた申請者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ豊川市地域コミ

ュニティＩＣＴ活用促進事業補助金変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出

し、その承認を受けなければならない。 

（申請の取下げ） 

第９条 補助事業者は、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、第７条

第１項の規定による通知を受け取った日から起算して１０日を経過する日までに、

その旨を申し出なければならない。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から

起算して１０日を経過した日（「結ネット」運用事業及び第３条第２項第２号アの

事業にあっては、同日又は３月１４日のいずれか早い日）までに、豊川市地域コ

ミュニティＩＣＴ活用促進事業補助金実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書

類を添えて、市長に報告しなければならない。 

⑴  補助事業に係る収支決算書 



⑵  事業実施のための契約書写し 

⑶  領収書その他補助対象経費の額を証する書類 

（補助金の額の確定通知） 

第１１条 市長は、前条に規定する報告を受けたときは、その内容を審査し、適当

であると認めたときは、補助金の額を確定し、豊川市地域コミュニティＩＣＴ活

用促進事業補助金確定通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものと

する。 

 （補助金の交付） 

第１２条 補助金は、補助事業の完了後に交付する。ただし、市長は、必要がある

と認めるときは、その全部又は一部を概算払により交付することができる。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を請求するときは、市長が指定する期日までに、

豊川市地域コミュニティＩＣＴ活用促進事業補助金交付請求書（様式第６号）を

市長に提出するものとする。 

 （交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、豊川市地

域コミュニティＩＣＴ活用促進事業補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、

既に交付した補助金の全部若しくは一部について返還を命ずるものとする。 

⑴  虚偽の申請その他の不正の行為により補助金の交付の決定を受けたとき。 

⑵  補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件又は法令若しくはこの要綱に

違反したとき。 

⑶  補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

⑷  その他市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、豊川市地域コミ

ュニティＩＣＴ活用促進事業補助金交付決定取消通知書（様式第７号）により補

助事業者に通知するものとする。  

 （雑 則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、市

長が定める｡ 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



別表１（第４条関係） 

 ア 連区長会に係る補助金 

補助対象経費 補助金の額 備考 

「結ネット」運用事業における初

期設定費用 

事業に参加したそれぞれの町内会等の補助

対象経費の４分の３に相当する額（その額

に１，０００円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた額）を合算した

額とする。ただし、参加する１町内会等に

つき、補助金の額は、３３，０００円を上

限とする。 

初期設定費

を補助対象

経費に含め

るのは、町

内会等ごと

に１回限り

とする。ま

た、「結ネ

ット」の実

証実験に参

加した町内

会等に係る

初期設定費

用は補助対

象 外 と す

る。 

「結ネット」運用事業における利

用料 

事業に参加したそれぞれの町内会等の補助

対象経費の４分の３に相当する額（その額

に１，０００円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた額。以下「町内

会経費」という。）を合算した額とする。

ただし、町内会経費は、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める額を

上限とする。 

⑴ 登録世帯数が３００以下の町内会

等の場合 ３９，０００円 

⑵ 登録世帯数が３０１以上６００以

下の町内会等の場合 ７９，０００

円 

⑶ 登録世帯数が６０１以上９００以

下の町内会等の場合 １１８，００

０円 

⑷ 登録世帯数が９０１以上１，２０

０以下の町内会等の場合 １５８，

０００円 

⑸   登録世帯数が１，２０１以上１，

５００以下の町内会等の場合 １９

８，０００円 

⑹  登録世帯数が１，５０１以上の町

内会等の場合 ２３７，０００円 

 

 

 

 

 



イ 町内会等に係る補助金 

補助対象経費 補助金の額 備考 

第３条第２項第

２号アの事業 

「結ネット」以

外の電子回覧板

アプリの初期設

定費用 

補助対象経費の４分の３に相当する額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた額）とす

る。ただし、補助金の額は、３３，０００

円を上限とする。 

初期設定費

用の補助は

町内会等に

つき１回限

りとする。 

「結ネット」以

外の電子回覧板

アプリの利用料 

補助対象経費の４分の３に相当する額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた額）とす

る。ただし、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額を上限とす

る。 

⑴ 登録世帯数が３００以下の町内会

等の場合 ３９，０００円 

⑵ 登録世帯数が３０１以上６００以

下の町内会等の場合 ７９，０００

円 

⑶ 登録世帯数が６０１以上９００以

下の町内会等の場合 １１８，００

０円 

⑷  登録世帯数が９０１以上１，２０

０以下の町内会等の場合 １５８，

０００円 

⑸  登録世帯数が１，２０１以上１，

５００以下の町内会等の場合 １９

８，０００円 

⑹  登録世帯数が１，５０１以上の町                                                                                                                 

内会等の場合 ２３７，０００円 

 

第３条第２項第

２号イの事業 

ホームページの

新規制作に要す

る費用 

補助対象経費の２分の１に相当する額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた額）とす

る。ただし、第３条第２項第２号イの事業

及び同号ウの事業に対する補助金の額は、

１００，０００円を上限とする。 

町内会等に

つき１回限

りとする。 

第３条第２項第

２号ウの事業 

市長が適当であ

ると認める費用 

注 次に掲げるものは、補助対象経費としない。 

１ 人件費（報償費を含む） 

２ 通信費 

３ 印刷製本費 

４ 備品購入費 


